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「電⼒の⼩売営業に関する指針」改定案に対する意⾒ 

〔意⾒〕 
 ・該当箇所 
 １ 需要家への適切な情報提供の観点から望ましい⾏為及び問題となる⾏為 
 （１）イ 

ⅴ） 電気料⾦に公益性の観点から含まれている負担⾦額の請求書等への内訳明記 
 
・意⾒内容  
 今回新規に、請求書等に「発電事業者等に係る費⽤として回収されるべき費⽤であっ
て、公益性の観点から託送料⾦⼜は賦課⾦により回収する費⽤」（すなわち、託送料⾦に
⼊っている電源開発税、福島の賠償負担⾦、原⼦⼒を円滑に廃炉にするための費⽤等）
について、その内訳を明記する提案が⾏われた点を評価しますが、内訳明記については、
「その相当額を記載することが望ましい」という努⼒義務ではなく、「記載する必要があ
る」として義務化することを要望します。 
 
・理由 

現在、託送料⾦に組み込まれて徴収されている電源開発税、使⽤済燃料再処理等既発電費、今後徴
収される福島の賠償負担⾦、廃炉円滑化負担⾦（原⼦⼒を円滑に廃炉にするための費⽤）等は、本来
は、当該発電事業者が売電により負担すべき費⽤です。電事業者が売電により回収すべき賠償負担⾦、
廃炉円滑化負担⾦が、託送料⾦の中に⼊れられてしまうことについては、説明が不⼗分であり、納得



がいかないという声が寄せられています。せめて、託送料⾦の⼀部として徴収される場合には、その
内訳や程度が需要家から⾒えるようにすべきであり、今回の提案を⾼く評価します。 

義務化を求める理由としては、当該費⽤相当額の記載を⾏わない事業者が⼤勢を占めると予想され
ること、また、事業者によって⾃由に記載してよいとしてしまうと、⼀般消費者は料⾦の内訳の⽐較
ができず、結果的にそれは内訳が⽰されないことと同じことになってしまう恐れがあるためで
す。現状でも、再エネ賦課⾦については、再⽣可能エネルギーを増やすための国⺠負担として法
律に基づき徴収され、多くの⼩売り事業者がすでに料⾦明細書に記載することが⾏われるように
なっています。⼀⽅、託送料⾦については、電気料⾦の 3 から 4 割を占めているにも関わらず、
その内訳について明細書に記載されないままになっており、送配電網整備以外の費⽤が含まれて
いることが利⽤者からは⾒えないままの状況にあることが問題であると考えています。 

このような状況下で、請求書への明記を努⼒義務にとどめてしまうと、託送料⾦の明細が開⽰
されない⽅向に逆⾏する可能性は否めません。そのため、勧奨や努⼒義務ではなく、「記載する
必要がある」とし、義務化することが必要と考えます。 

そもそも、電⼒⾃由化は、電気事業者間の公正な競争を促し、ひいては電気料⾦を低減して消費

者利益に資するとともに、消費者が電気事業者を選び、電源を選び、国⺠の望む電源構成を実現す

ることが⼤きな⽬的であったはずです。「本来⼀部の発電事業者が負うべき費⽤を、すべての需要家

が負担する託送料⾦に⼊れ込む」ことは、電⼒⾃由化が⽬指した公正な競争を妨げるものと我々は

考えていますが、少なくともすべての消費者にどのような費⽤をどれだけ負担しているかを知る権

利を保証することが、公正な市場競争を確保し、国⺠が希望する電源構成に近づける道を切り開く

上で最低限必要であると考えます。 

以上。 
 

 


